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研究成果の概要（和文）：本研究では、公共施設の統廃合に際して、地方自治体がどのような取り組みを行う場
合に、住民が合意するかを検証した。研究においては、ウェブ調査を行い、地方自治体がどのような基準で計画
を策定し、誰の意見が反映されるかといった要素の違いにより、人々の統廃合に対する公正認知や合意が左右さ
れるかを分析した。分析の結果、必要性や効率性といった統廃合の基準の明示や、検討過程における行政と住民
によるワークショップや住民アンケートによる意見反映といった要素の違いにより、住民の統廃合の過程への公
正認知や受容の程度が異なることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：This study examines the relationship between the process of terminating 
public facilities in local governments and the agreement of local residents. I conducted a web 
survey and analyzed whether people's perceptions of fairness and agreement is affected by 
differences in factors such as planning criteria and whose opinions are reflected. The analysis 
revealed that people's perception of fairness and acceptance of the termination differed depending 
on differences in factors such as the specification of criteria for termination such as necessity 
and efficiency, and the reflection of residents' opinions through workshops by public administration
 officials and residents and resident questionnaires during the process.

研究分野：政治学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
政策廃止研究では、どのような要因があるときに廃止がなされるかが研究されてきたが、どのような場合に廃止
が人々に合意されるかについては十分に研究されてこなかった。日本における人口減少や財政難という背景を考
慮すると、今後に政策廃止が政府の議題に上がることが増加することが想定されるが、民意に反して廃止を議題
に上げることがあれば、人々は自らの意向が政策に反映されていないと考え、代議制民主主義への不満は高ま
る。人口減少に応じて行政を縮小していくとしても、住民の合意を得ていないと、持続可能な社会とならない。
そこで、本研究では、どのような場合に、住民合意がなされるかを検討した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
これまでに研究代表者が行った日本の地方自治体における政策廃止を分析した研究では、「ど
のような場合に政策廃止が起こっているのか」という問いのもとに、政策廃止過程を明らかとし
た。具体的には、政策廃止がどのようにして議題に上がり、決定されるかを明らかにするために、
日本の都道府県におけるダム事業、自治体病院事業、土地開発公社を分析対象として、全都道府
県に対するアンケート調査をもとにした質的比較分析を行った。地方自治体を対象としたのは、
日本における行政サービス供給にあたって、地方自治体が大きな役割を果たしているためであ
る。ダム事業、自治体病院事業、土地開発公社の廃止に際しては、首長や議会が廃止に対して異
なる態度をとる。様々なアクター間関係における政策廃止を分析するために、住民にとってその
廃止が不利益とならない政策も含めた 3 つの政策を選択した。分析をする中で、自治体病院事
業のように多くの住民が廃止に反対をする政策は、そもそも廃止が議題に上がらない傾向があ
ることがわかった。民主主義国家において、住民にとっての不利益分配を進めようとするのであ
れば、住民自身が不利益分配に合意していないと進まないのである。しかし、日本の社会経済状
況を鑑みると、住民にとって不利益であっても実施を迫られる案件は多い。つまり、今後に想定
される政策過程を考慮すると、政策廃止がどのような場合に起こるかを明らかにするだけでは
なく、本研究課題の問いである「どのような場合に政策廃止を合意できるか」という問いを明ら
かにする必要があった。 
 
２．研究の目的 
 
住民にとって不利益となる政策廃止がどのような場合に合意されるかを、日本の地方自治体
における公共施設の統廃合を分析対象として明らかとすることが目的である。2017年 3月まで
に、日本のほぼ全ての自治体で、統廃合も視野に入れた公共施設等総合管理計画が立てられた。
他の OECD加盟諸国においても財政難や人口減少に直面している国は多く、同様の課題がある。
ただ、こうした公共施設の統廃合は、調査機関が実施する住民調査の結果によると、総論賛成、
各論反対となる。公共施設統廃合に際して、住民は具体的な施設名が俎上に載せられると、その
施設の統廃合に反対をすることが予想される。このような局面でいかにして公共施設統廃合の
ような不利益の分配を地域社会で合意するかが今後各国において課題となるが、政策廃止研究
はまだこの問いに答えていなかった。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では、ウェブ調査を行い、地方自治体が公共施設の統廃合に際してどのような取り組み
を行う場合に住民がその取り組みを公正な過程だと認識し、統廃合に合意するかを検証した。ウ
ェブ調査内では、ランダム化比較試験（Randomized Controlled Trial）を実施し、公共施設の
統廃合に関する異なるシナリオを与えて、それらの違いによりどのような意識の違いが住民に
もたらされるかを明らかにするシナリオ実験（Vignette Experiment）を実施した。 
 シナリオ実験においては、ある要因 Xが結果 Yに影響を及ぼすかを検証するために、その X以
外の他の要素を全て一定のものとする条件を人為的に作りだしている。他の要素を一定とする
ために重要となるのが無作為割り当ての手続きであり、独立変数の値を各観察対象に無作為に
割り振ることにより処置群と統制群を構成する。その上で、Xという刺激（仮想シナリオ）を処
置群に与えて、刺激を与えなかった統制群と比較して結果 Y に違いがあるかどうかを統計的に
検定する。処置群と統制群の結果を比較して、有意な差がみられたということになれば、Xとい
う要因が結果 Yに影響を及ぼしたことが明らかとなる。これにより、単純な質問紙調査とは異な
り、政策内容や決定過程が市民の認識と行動にもたらす影響に関して他の要素を一定のものと
することができ、その因果効果を適切に検証することができる。 
シナリオ実験は、主に 3つの質問群からなる。まず、回答者の背景要因や状況認識、属性情報
についての質問を行う。これは後に無作為に振り分けるグループの同質性を確認したり、属性や
状況認識の違いにより、実験の効果が異なるかを検証したりするためである。続いて、仮想シナ
リオについて質問することを伝えた上で、様々な内容や過程を組み合わせた仮想シナリオを複
数作成し、そのうちの一つを無作為に回答者に割り当てる。最後に、提示された仮想シナリオに
ついての認識について問う。 
仮想シナリオの作成にあたっては、公正理論とともに、実際の日本の地方自治体における公共
施設統廃合の過程を参照した。公正理論においては、どのような基準で配分がなされたり、どの
ような手続きをとったりする場合に、人々がその配分を公正と認識して、決定を受け入れるかを
検討している。つまり、意思決定の基準や過程によって、公正さの認識が左右されることを想定
している。本研究では、実際の公共施設統廃合を参考として、①効率性、平等性、必要性という
基準に基づき計画が策定されるという要素や、②計画案の策定過程において、行政と住民による



ワークショップ、住民アンケート、審議会、行政職員のみによる検討が行われるという意見反映
という要素について異なるシナリオを作成した。 
 調査は、2022 年 2 月 18 日から 25 日にかけて、楽天インサイト社の登録モニターを対象とし
て行われ、完全回答者は 3505 名であった。本調査は、立命館大学における人を対象とする研究
倫理審査委員会の承認（衣笠-人-2021-106）を受けて実施した。 
 
４．研究成果 
 
分析の結果、必要性や効率性といった統廃合の基準の明示や、検討過程における行政と住民に
よるワークショップや住民アンケートによる意見反映といった要素の違いにより、住民の統廃
合の過程への公正さの認識や統廃合の受容が異なることが明らかとなった。今後は、こうした要
素の効果が、住民が居住する自治体の財政状況や自治体への信頼度により異なるかという点に
ついて分析を深めるとともに、自治体への調査を行い、実際にこうした取り組みを行っている自
治体ほど、統廃合が実現しているのかといった点についても研究を進める。 
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